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令和８年１月２９日 
 
庄内町長 富 樫  透  殿 
 

庄内町振興審議会 
会長 門 松  秀  樹 

 
 

答 申 書 
 
 令和７年１２月１８日付け諮問第７号で諮問された第３期庄内町まち・ひと・しごと

創生総合戦略（案）について、庄内町振興審議会条例施行規則第２条の規定に基づき下

記のとおり答申します。 
 

記 
１ 審議会開催状況 

令和７年 
令和８年 

１２月 
１月 

１８日 
２２日 

（木） 
（木） 

第６回振興審議会全体会 
第７回振興審議会全体会 

 
２ 審議事項 

・第３期庄内町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）について 
 

３ 委員名簿 
門松秀樹、佐藤道子、梅木 均、斎藤克行、秋葉正一、大滝敬一、 
川井利光、中野 智、渡部幸雄、渡部菜穂子、阿良直美、齋藤吉昭 
 

４ 事務局 
樋渡真樹、我妻則昭、加藤友紀、伊藤由貴、佐々木明日香 

 
５ 審議の結果 

審議検討した結果は、別紙のとおりです。 
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別 紙 

【総括的事項】 

 

(1) 各施策において、情報発信の強化が共通課題として考えられる。ホームページの充

実と積極的な広報活動により、町民への制度周知を徹底すること。 

 

(2) 各部署間の連携強化により、施策の相乗効果を高め、町民にとって分かりやすく利

用しやすい制度設計を推進すること。 

 

 

基本目標 1：新たな産業の創出と安心して働ける環境づくり 

 

(1) 基幹産業である農業に特化した戦略は、限られた資源を効果的に活用する観点か

ら適切な判断である。広域連携等による人材育成体制の構築は評価できる。「農林水産業

づくり」を掲げながら、林業・水産業に関する具体的施策が見えないことは課題であり、

これらの産業の現状分析をすることで将来展望を検討すること。 

 

(2) 農業支援制度の情報発信面では、ホームページ掲載が不十分な部分もあり、常時閲

覧可能な体制を構築すること。 

また、起業や創業者支援に関しては、空き店舗情報の公開により、新規事業者の参入

促進を図ること。 

 

 

基本目標 2：いつまでも住みたいと思えるまちづくり 

 

(1) 結婚新生活支援事業については、国の要綱に沿いつつ、本町独自の工夫により対象

者拡大を図ること。婚活支援では、やまがたハッピーサポートセンター、やまがた縁結

びたい、庄内町結婚支援員など複数の制度について、連携強化と役割を整理し、進める

ことが望ましい。 

 

(2) 子育てに関する支援について、給食費無償化については、国の政策動向を踏まえな

がらも、地元食材による献立や郷土食の提供など地域に根ざした給食の質を維持し、幼

稚園を含めた包括的な無償化を検討すること。現在実施している生殖補助医療費助成を

はじめ、不妊治療から出産、子育てまでの一貫した支援体制を強化すること。 

 

(3) 定住促進については、結婚後の町外転出を防ぐため、住居確保支援の拡充と積極的

な PR 活動を展開すること。特に、両親との同居世帯も含めた幅広い支援制度の検討も進

めること。 

 

(4) 安心・安全の仕組みづくりでは、近年多発している熊出没への対応など、現実的な
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安全課題への具体的対策や自主防災組織への支援に関する KPI などを検討し、地域防災

力の向上を図ること。 

 

 

基本目標 3：地域資源を活かした魅力あるまちづくり 

ふるさと教育の重視と地域愛醸成への取り組みは、長期的な人材育成の観点から重要

である。 

 

(1) 図書館利用促進については、来館者数に加えて図書館カード登録者数も KPI に追

加するなど、より正確な利用状況を把握することも検討されたい。 

 

(2) 大学との連携については、対象大学や連携内容の具体化が必要である。連携の定義

を明確にすることで、より効果的な取組につなげること。高等学校との連携についても、

庄内総合高等学校の魅力を具体的に活用する施策を検討すること。 

 

(3) 観光分野では、フィルムコミッションによる新たな観光コンテンツ創出は今まで

にない取組である。ただし、ロケ地数のみを KPI とするだけでなく、経済効果や観光客

数の増加など、多角的な効果測定も検討すること。全町的な観光資源の再評価と併せて、

立川地域の観光推進重点地区設定についても検討されたい。 

※フィルムコミッション：映画やテレビドラマ、ＣＭなどのロケーション撮影の誘致・支援を行う組織（団体） 

 

(4) 移住定住促進については、空き家バンクの活用や企業との連携を活かしつつ、住居

確保と仕事紹介の一体的支援体制を構築すること。 

 

 

基本目標 4：将来を見据えたまちづくり 

ＡＩの発展に伴う産業構造の変化に対応し、生活に欠かせない産業の維持と携わる人

材の確保が今後の課題となる。 

郷土の伝統や特色のある地域資源についての登録制度等を検討し、将来にわたって地

域の魅力を守るための仕組みを構築することも重要である。 

 

(1) 地域公共交通については、現在策定中の地域公共交通計画に基づき、適切なデマン

ド化を推進すること。高齢者も利用しやすいシステムを整備すること。観光振興を重視

する観点から、空港からの二次交通整備についても具体的な方針を検討されたい。 

※デマンド（交通）：利用者の予約（需要）があったときにのみ運行する公共交通システム 

 

(2) 地域デジタル通貨や行政ポイントについては、商工会の「お買い上げポイント（ハ

ピぽ）」との統合・連携により、持続可能な運営体制を構築すること。一時的な対策では

なく、住民・事業者・行政の「三方良し」を実現する仕組みづくりを推進すること。 


